
マイナ保険証にどう立ち向かうか？
－マイナ保険証の状況と政府の普及策－

[1]低迷続くマイナ保険証の利用状況

[2]政府のマイナ保険証利用普及策

[3]マイナ保険証の登録解除が10月から可能に

2024.3.16 共通番号いらないネット



▼2022年10月12日河野デジタル大臣記者会見
2024年秋健康保険証廃止表明 マイナンバーカード所持は「義務」か？

    岸田首相＝看板政策としてのデジタル田園国家構想の推進（デジタル社会のパスポート）
同床異夢？ デジタル庁（総務省）＝2023年3月末マイナンバーカード全住民所持方針の達成

厚労省＝オンライン資格確認等システムを基礎とした医療ＤＸの推進（全国医療情報プラットフォーム）

▼2023年３月～６月健康保険法等改正国会審議
３月下旬からマイナンバー制度にかかわるトラブル続発 12月12日総点検終了表明

▼2023年５月～ 医療・介護現場からの告発
2023年５月17日 参議院地デジ特別委参考人質疑 （中央大学国際情報学部石井夏生利教授、

全国保険医団体連合会竹田智雄副会長、障害者の生活と権利を守る全国連絡協議会家平悟事務局長）

保団連（全国保険医団体連合会）や各地の保険医協会による実証的なトラブル調査からの指摘
    福祉施設・支援団体向けマニュアル（2023/8策定、12/12改訂)、顔認証マイナカード（2023/12/15開始）

▼オンライン資格確認等システム「義務化」に対する裁判（https://www.hokeni.org/docs/2023030100012/）

2023年2月22日提訴、①4/21②6/29③9/12④12/7⑤2/29、原告は東京保険医協会中心に保険医１４１５人
2023年4月施行の省令（療養担当規則）による原則義務化は違憲違法（健康保険法による委任範囲を逸脱）

▼2024年１月～
低迷するマイナ保険証利用率の向上が焦点に

市民・患者からの取り組みが重要に（マイナ保険証を利用しない/利用登録を解除する）

健康保険証廃止方針をめぐる「攻防」を振り返る 2



3デジタル庁 自治体向けマイナンバーカード
ご参考資料（2024年3月6日更新）



[1]政府は利用率向上を保険証廃止の最重要の課題に 4

2024/2/29社会保障審議会
医療保険部会 資料１
https://www.mhlw.go.jp/conte
nt/12401000/001217026.pdf

住基人口の56.9％

オンライン資格確認等シ
ステム利用の中での
マイナ保険証の利用率
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2024/2/15
厚労省医師会
共催セミナー
資料２
https://www.m
hlw.go.jp/conte
nt/10200000/0
01210985.pdf

2023春を
ピークに
減少する
利用

※２月分は838万件 4.99%※２月分は16791万件
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厚労省サイト
https://www.
mhlw.go.jp/st
f/newpage_0
8280.html

利用率
４.６％

利用率
95.4％



[2]厚労省：マイナ保険証が普及しない要因分析と対策 7

2024/1/19
社会保障
審議会
医療保険
部会資料１

https://ww
w.mhlw.go.j
p/content/
12401000/
001193993.
pdf



医療機関に利用促進の患者への働きかけを求めている 8

2024/2/15
厚労省医師会
共催セミナー
資料２
https://www.m
hlw.go.jp/conte
nt/10200000/0
01210985.pdf



医療機関に求めているチェックリスト 9

2024/2/15厚労省医師会共催セミナー資料２
https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/001210985.pdf



利用促進策を実施しているか医療機関を調査 10

2024/2/29
社会保障
審議会
医療保険
部会資料１

https://ww
w.mhlw.go.j
p/content/
12401000/
001217026.
pdf

アンケートに
答えないと
診療報酬請
求できない
画面展開



医療機関にマイナ保険証利用セールスの「報奨金」 11

令和5年度
補正予算
２１７億円

2024/1/19
社会保障審
議会医療保
険部会
資料１

https://ww
w.mhlw.go.jp
/content/12
401000/001
193993.pdf



マイナ保険証で増える患者の窓口支払い額 12

2024/2/15
厚労省医師会
共催セミナー
資料２
https://www.mhl
w.go.jp/content/
10200000/00121
0985.pdf



医療保険者・事業者に求めている利用促進の取組 13

2024/2/29社会保障審議会
医療保険部会資料１
https://www.mhlw.go.jp/content/
12401000/001217026.pdf

※医療保険者＝健保組合、協会けんぽ、共済組合、国保など

【協力依頼例】●保険者宛「マイナ保険証の利用促進に向けた更なる取組への御協力のお願いについて」(厚労省保険局長R6/1/24)
https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T240130S0010.pdf

●日本医師会宛「マイナ保険証の利用促進に向けた積極的な対応の協力依頼について」(厚労省保険局長R6/1/30)
http://www.toyama.med.or.jp/wp/wp-content/uploads/2024/02/oshirase_iryoukikan_2023sys_1978.pdf

●日本薬剤師会宛「マイナ保険証の利用促進に向けた積極的な対応の協力依頼について」(厚労省保険局長R6/1/30)
https://saiyaku.or.jp/wordpress/wp-content/uploads/2024/02/240205gyo413.pdf



保険者(国家公務員共済)に対する利用促進の調査 14

2024/2/29
社会保障
審議会
医療保険
部会資料１

https://ww
w.mhlw.go.j
p/content/
12401000/
001217026.
pdf

国共済
全体
4.36%
総務省
6.26%
厚労省
本省
8.39%
防衛省
2.50%
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2024/2/29
社会保障
審議会
医療保険
部会資料１

https://ww
w.mhlw.go.j
p/content/
12401000/
001217026.
pdf



自治体独自の医療費助成をオン資で確認できるように 16

子ども、ひとり親、障
害者などの自治体
単独の医療費助成
は、現在、オンライン
資格確認等システム
では確認できず、そ
れぞれの受給者証
をあわせて提示する

必要

ＰＭＨ(Public Medical 
Hub)とは、自治体毎
にシステムの異なる
医療費助成、母子保
健、予防接種等の情
報を医療機関と共有
するためデジタル庁
が開発するシステム
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2024/3/14
社会保障審
議会医療保
険部会
資料4

https://ww
w.mhlw.go.jp
/content/12
401000/001
225025.pdf

マイナ保険
証のひも付
け解除者に
資格確認書
を交付



▼「マイナ保険証の利用登録の解除について」（厚労省令和６年２月９日 保険者宛事務連絡）
https://hodanren.doc-net.or.jp/wp-content/uploads/2019/09/240209_jimurennraku.pdf

「・・・昨年８月８日にとりまとめられた「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会 最終とりまと
め」において、「マイナンバーカードの健康保険証利用登録は任意の手続であることを踏まえ、利用登録の解
除を希望する方については、資格確認書の申請を条件とした上で、任意に解除の手続を行うことができるよう、
システム改修を行う。」こととされており、その詳細は以下のとおりですので、内容についてご了知いただくとと
もに、自保険者システムの改修等の必要な対応について遺漏なきようご準備をお願いいたします。」

１．利用登録解除の手続
利用登録の解除を希望する者は、加入する医療保険者等に申請をします。解除申請書は任意様式とします
が、参考として、別添をご参照ください。解除申請を受け付けた各医療保険者等は、申請者が有効な健康保険
証を有していない場合には当該申請者に資格確認書※１を交付するとともに、医療保険者等向け中間サー
バーに解除希望者の情報を登録します。登録された情報はオンライン資格確認等システムへ連携され、医療
保険者等向け中間サーバーへの登録の翌月末（予定）に、申請者の健康保険証利用登録が解除されます※２。
なお、健康保険証の利用登録が解除された後も、再度利用登録の手続を行うことは可能です。
※１ ・・・マイナ保険証の利用登録が解除された者については、本人の申請によらず、各医療保険者等が資
格確認書を交付する運用としており、各医療保険者等におかれては、利用登録の解除申請の受付と同時に、
当該者が有効な健康保険証を有していない場合は資格確認書の交付手続を行ってください。

２．医療保険者等の自保険者システムの改修
・・・各医療保険者等におかれましては、システムベンダーへ改修の依頼を行う等、本年10月末目途の解除申
請受付開始に向け、必要な準備をお願いいたします。・・・

３．スケジュール 本年10月頃目途 利用登録の解除機能のリリース・解除申請受付開始

マイナ保険証の利用登録解除 10月から 18



補足資料

以下は当日配布しておらず、質疑応答などで
使用した資料です

19



マイナ保険証トラブルと健康保険証廃止 20

第173回 2023年12月14日社会保障審議会医療保険部会
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2024/1/16
マイナンバー
情報総点検
本部資料

別途、令和３年10月から令和５年11月30日までの間に
7,553件の紐付け誤りを確認



2024/1/16マイナンバー情報総点検本部

・各制度の申請時にマイナンバーの記載を求める旨を明確化する省令等改正（９月）

・①各制度の申請時にマイナンバーの取得を原則とすること、②提供されたマイナンバーの真正性の確認、③住
基ネット照会を行う際には原則基本４情報（氏名・生年月日・性別・住所）で照会を行うことなどを明記した「マイナ
ンバー登録事務に係る横断的ガイドライン」の策定（10月）

・通常業務における定期的なマイナンバーの確認の徹底
申請時に本人等からマイナンバーの提供を受けることが原則であることから、仮に、申請書などにマイナンバー
の記載がない場合には、申請者に対し、記載事項の不備として補正を求める。その上でなお、申請者がマイナン
バーを記載しない場合、基本４情報にて住基ネット照会を行う。

・ 原則４情報でのマイナンバー照会以外は回答不可とするJ-LISの照会システム改修（12月）

・マイナンバーカードからマイナンバーをデジタルな方法で読み取る方法の普及によるマイナンバー登録事務の
デジタル化

・紐付け誤りが判明した場合、紐付け実施機関・制度所管省庁・デジタル庁で情報共有し、直ちにデータ修正する
ためのデジタル庁を司令塔とする組織横断体制の構築（７月）

「不安の払拭」のための措置 22
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2024/1/16
マイナンバー
情報総点検
本部資料
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2024/1/16
マイナンバー
情報総点検
本部資料
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2024/1/16
マイナンバー
情報総点検
本部資料
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2024/1/16
マイナンバー
情報総点検
本部資料



・保団連2023年11月24日～2024年1月10日会員に調査
送付数55,357件（38都道府県） 回答数8,672件（回答率15.7％）
・2023年10月1日以降のマイナ保険証、オンライン資格確認に関するトラブル
あった＝５１８８ なかった＝３０４２ 無回答＝４４２

総点検後も変わらずマイナ保険証トラブルが発生 27

https://hodanren.doc-net.or.jp/info/news/2024-02-01/



調査期間は2023年１２月２８日から2024年１月１７日 回答数 ５０件

Q1.健康保険証の存続について
①国民が安心して医療機関を受診できるようになるまでは健康保険証の廃止を延期し、存続すべき４５件（90％）
②国が予定している通り令和24年秋には健康保険証を廃止してよい ４件（8％）
③その他 1件（2％）

Q２.マイナンバー保険証の導入に伴い生じたトラブルについて
①トラブルがある 27件（54％） ②トラブルはない 23件（46％）

2023年12月8日、国分寺市議会厚生文教委員会において保険医協会が提出した健康保険証の存続を求める陳
情（陳情第5－2号）が審議された。
審議の中で市議の一人から「国分寺市内の医療機関の中でどれくらい困っているのか医師会に聞くべきだ」とい
う意見が出され、継続審議になった。 
議会事務局が国分寺市医師会に依頼し、同医師会がまとめたアンケートが、1月議会に提出された。1月審議の
結果は市議の一人から「近隣自治体の陳情に対する対応について調査してほしい』という意見が出され、また継続
審議となった。

https://hodanren.doc-net.or.jp/wp-content/uploads/2019/09/kokubunjichosa.pdf

※陳情第5－2号 健康保険証の存続を求める陳情
https://www.city.kokubunji.tokyo.jp/shigikai/chinjousho/1031327.html

【国分寺市議会がマイナトラブル調査】
90％の医療機関が保険証存続、54％がマイナトラブルあり

28
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マイナンバー
情報総点検本部
第2回(2023.8.8)
資料2「政策パッ
ケージについて」



▼資格確認書ではなく健康保険証の交付が不要な人が申請する選択制にした方が、余計なコストもかからず、
無保険者も生まれず、施設等も困らず、保険者の負担も軽くなるとの指摘に対する、2023年9月28日の厚労省
ヒアリングでの説明 （http://www.bango-iranai.net/news/newsView.php?n=356）

「過去の医療データを活用するためにマイナ保険証での受診を原則としており、マイナ保険証を使えない事情の
ある人が保険診療を受けられるようにするため補助的に資格確認書を交付するというのが法改正の趣旨」

▼「マイナ保険証受診原則論」に対するオンライン資格確認等システム訴訟の原告側の反論（第５回20頁～）
書証はhttps://www.hokeni.org/data-docs/2023090100038/

健康保険法６３条３項はオンライン資格確認を原則的な資格確認の方法としているとする国の主張は誤り

・健康保険法６３条３項は、「その他」の前にある「電子資格確認」と、「その他」の後にある「厚生労働省令で定め
る方法」（被保険者証による資格確認等）を並列関係に置いており、オンライン資格確認を原則的な資格確認の
方法とは規定していない

６３条３項は「厚生労働省令で定める ところにより、 次に掲げる病院若しくは診療所又は薬局のうち、 自己の
選定するものから、 電子資格確認その他厚生労働省令で定める方法（以下 「電子資格確認等」という。）によ
り、 被保険者であることの確認を受け、 同項の給付を受けるものとする。」と規定

・健康保険法６３条３項改正の国会審議では、政府参考委員は「健康保険証でも医療機関にかかれるということ
については変わりません。」「オンライン資格確認の導入後もこれまでどおり保険証でも受診はできます。」等答
弁し、健康保険証でも医療機関にかかれることを再三強調していた。この改正を受けた厚生労働省の規則にお
いて、オンライン資格確認以外の方法を無くすことができるとする国の議論は、国会での議論を軽視

なぜ「選択制」にしないのか＝マイナ保険証受診原則論 30
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厚労省「医療DX令
和ビジョン2030」
推進チーム
第１回資料1
(2022/9/22）



２０２３年１１月１４日 日本弁護士連合会
https://www.nichibenren.or.jp/document/opinion/year/2023/231114_2.html

日弁連は、２０２３年１１月１４日付けで「マイナ保険証への原則一本化方針を撤回し、現行保険証の発行存続
を求める意見書」を取りまとめ、同月２８日付けで総務大臣、厚生労働大臣、デジタル大臣、個人情報保護委員
会委員長、都道府県知事、政令指定都市市長、全国知事会会長、全国市長会会長、全国町村会会長、全国都
道府県議会議長会会長、全国市議会議長会会長及び全国町村議会議長会会長宛てに提出しました。

本意見書の趣旨

１ 政府は、マイナ保険証への原則一本化方針を撤回し、現行の健康保険証の発行を存続するべきである。

２ 政府は、マイナンバーカードの利活用については、カードを取得しない自由を保障するとともに、カードの取得
を希望する者に対してプライバシーを最大限保障し、さらに、地方自治体等の意向を踏まえて現場に過度の負担
をかけないようにするべきである。

意見書全文 https://www.nichibenren.or.jp/library/pdf/document/opinion/2023/231114_2.pdf 

日弁連「マイナ保険証への原則一本化方針を撤回し、
現行保険証の発行存続を求める意見書」
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マイナンバーカード
の公的個人認証
（電子証明書）
の活用が

利活用推進の鍵
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